
 

別記様式第４号（第 10項関係、質問書例） 

 

仕様書等に対する質問書 

 
令和８年２月　　日 

　　　（ 契 約 担 当 職 員 ） 
　　　　　　　　　　　　　　　様 
 

　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地 
　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称 
 
 

　　業 務 名　：広島県庁舎弁当販売業務 

　 

 

 

 

 

 
質 
 

問 
 

事 
 

項 

 
 
 
 
 
 



別記様式第５号（第12項関係、入札参加資格確認申請書） 

 

入札参加資格確認申請書 
 
 

　　令和８年２月　　日 
 
　（ 契 約 担 当 職 員 ） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　様 
 
 

所 在 地 

商号又は名称 

　　　　代表者職氏名 
（担　　当　　者　　　　　　　　　　　　　　　　） 
（電　話　番　号　　　　　　　　　　　　　　　　） 
（Ｆ Ａ Ｘ 番 号　　　　　　　　　　　　　　　　） 
（メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　） 

 
　令和８年２月　　日付けで公告のあった次の総合評価一般競争入札に参加したいので、必要書

類を添えて申請します。 
なお、地方自治法施行令第 167 条の４の規定のいずれにも該当しない者であること、入札参加

資格要件を満たしていること及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。 
 
１　業務名：広島県庁舎弁当販売業務 
 
２　添付書類 
 

 
 

 ・誓約書



 

誓　約　書 

 

令和８年２月　　日 

 

（契約担当職員）　様 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地 

　　　　　　　　　　　　　　　　　商号・名称 

　　　　　　　　　　　　　　　　　代 表 者 名　　　　　　　　　　　　　　印 

　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当者名　　　　　　　　　　　） 

 

 

　今般の　広島県庁舎弁当販売業務　の競争入札に関し、刑法（明治40年法律第45号）第

96条の６若しくは第198条又は私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年

法律第54号）第３条若しくは第８条第１号等の法令に抵触する行為は行っていないことを

誓約するとともに、今後とも法令を遵守することを誓約します。 

　また、次のことについて、異議はありません。 

 

○　この誓約書の写しが公正取引委員会及び警察本部に送付されること。 

○　法令に違反した場合等に、当該案件に係る定めに従い、損害金が請求されること及

び契約が解除されることがあること。 

○　契約が解除された場合に、当該案件に係る定めに従い、違約金を支払うこと。 

 

 

 



 

別記様式第６号（第 14項関係、入札参加資格確認結果通知書） 

 

入札参加資格確認結果通知書 
 
 

令和８年２月　　日 
 
 

様 
 
 

　　　　（ 契 約 担 当 職 員 ）　　　　　 
 
 
令和８年　　月　　日付けで申請のあった入札参加資格確認申請について、確認結果を次のと

おり通知します。 
 

注　入札参加資格要件に適合しないと通知された者は、当職に対してその理由説明を求めること

ができます。この説明を求める場合は、令和８年２月　　日までに、その旨を記載した書類を

提出してください。 
 

 

  
業　務　名 広島県庁舎弁当販売業務

 
入札公告日

 
入札年月日

 

入札参加資格要

件の適否

適　・　否

 

入札参加資格

要件に適合し

ないと認めた

理由



 

別記様式第７号（第 16項関係、技術評価等資料提出書） 

 

技術評価等資料提出書 

 
令和８年２月　　日 

 
　（ 契 約 担 当 職 員 ） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　様 
 

所 在 地 

商号又は名称 

　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（担　　当　　者　　　　　　　　　　　　　　　　） 
（電　話　番　号　　　　　　　　　　　　　　　　） 
（Ｆ Ａ Ｘ 番 号　　　　　　　　　　　　　　　　） 
（メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　） 

 

　令和８年２月　　日付けで公告のあった次の総合評価一般競争入札に係る技術評

価等資料を提出します。 

 

１　業務名：広島県庁舎弁当販売業務 

 

２　技術評価等資料内訳 

 
 
 

 評価項目 内　　容

 
商品 種類数

 
商品 価格設定

 
商品 供給能力

 
商品 品質

 
店舗運営 清掃

 
店舗運営 混雑対応

 
店舗運営 創意工夫

 
店舗運営 利用者対応

 
店舗運営 緊急時対応

 
実施体制 実績

 
実施体制 収支計画

 
実施体制 財務

※「内容」欄は、各評価項目に対応して提出する資料の内容を記載してください。



 

別記様式第11号（第19項関係、苦情申立書） 

 

苦情申立書 

 

令和８年　　月　　日 

 

（　契　約　担　当　職　員　） 

様 

 

所 在 地 

商号又は名称 

代表者職氏名 

　　　　　　　　　　　（担　　当　　者　　　　　　　　　　　　　　） 
（電　話　番　号　　　　　　　　　　　　　　） 
（Ｆ Ａ Ｘ 番 号　　　　　　　　　　　　　　） 
（メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　） 

 

次の業務について、落札者として選定されなかったので、その理由の説明を求めます。 

 

 

 

 

 

業　務　名

 

広島県庁舎弁当販売業務 

 

説明を求める理由

 

 

 

 

 

 

 

 

そ　の　他

 

 

 

 

 

 

 



 

【様式１】 

取  下　願　書 

令和８年　　月　　日 

広島県総務局福利課長　 様 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒 

住　　　　所 

商号又は名称 

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞ 

 

 

 

 

 

「広島県庁舎弁当販売業務に係る総合評価一般競争入札」への参加について、都合により取り

下げます。 

 

 

 

 

 
連絡先　電話番号 

ＦＡＸ番号 
担当者　所属 
　　　　氏名 
　　　　メールアドレス 



【様式２】 

 

行政財産使用許可申請書 

 

令和　　年　　月　　日　　 

 

広島県知事様 

 

申請人　　　　　　　　　　　　　　 

住 所　　　　　　　　　　　　　 

 

つぎにより財産を使用させてください。 

備考　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列 4とする。 

 

 

 
　

氏名または名称お
よ び 代 表 者 氏 名

印

 

使用しよう

とする財産

の表示

名称 

　

 所在 

　

 明細 

　

 
使 用 目 的

　 

　

 

理 由

　 

　 

　

 
期 間

令和　　年　　月　　日から 

令和　　年　　月　　日まで



【様式３】 

　 

誓 約 書 

　 

　令和８年　　月　　日づけで許可を受けたこの財産を使用するについては、

「広島県庁舎弁当販売業務事業者の募集に係る仕様書」並びに提出した「入札

参加資格確認申請書」及び「技術評価等資料」に記載又は添付した使用目的、

使用計画どおりの用途に使用し、行政財産使用規則および許可の条件を遵守

します。 

 

 

令和８年　　月　　日 

 

　使用者　住所　　　　　　　　　　　 

広島県知事様 

 

備考　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列 4とする。 

 

 

 

財産の表

示

名称 

　

 所在 

　

 明細 

　

 

使 途

　 

　 

　

 
期 間

令和　　年　　月　　日から 

令和　　年　　月　　日まで

 
使 用 料

　 

　

 

　
氏名または名称お
よ び 代 表 者 氏 名

印



【様式４】 

現　状　変　更　承　諾　願 

令和　　年　　月　　日　　　 

 　広 島 県 知 事 様 

　　　　　　                    使　用　者 

　　　　　　　　　　　　　　　　　住 　 　 所 

　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名または名称 

　　　　　　　　　　　　　　　　　および代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 

　つぎのとおり現状を変更したいので承諾してください。 

　なお、使用財産を返還する場合には、原状回復その他の処置ついて県の指示に従います。 

添付書類 

　　　　変更箇所の変更前および変更後の図面 

　　　　備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。 

 

 

 

財 産 の  

表    示

名　称

 
所　在

 
明　細

 

変 更 箇 所

変更前

 
変更後

 

理 　 　 由



 

【様式５】 

財 産 返 還 書 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日 

　　広 島 県 知 事　様 

　　　　　　　　　　　　　　使用者 

　　　　　　　　　　　　　　　住 所 

　　　　　　　　　　　　　　　氏 名  又 は  名 称 　 

　　　　　　　　　　　　　　　および及び代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　 

つぎにより使用財産を返還します。 

　　備考　１　不要の文字は消すこと。 

　　　　　２　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。 

 

財　産　の 

表 　 　 示

名称

 
所在

 

明細

 
使用期間満了 

許可取消

令和　　年　　月　　日

 
返　　　還 

年　月　日

令和　　年　　月　　日


